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ＪＸ金属株式会社による自己株式の公開買付けへの応募結果に関するお知らせ 

 

当社は、2026年 5月 11日付「ＪＸ金属株式会社による自己株式の公開買付けへの応募および本件応募

に伴う利益計上に関するお知らせ」において公表したとおり、ＪＸ金属株式会社（以下、ＪＸ金属）が実

施する自己株式の公開買付け（以下、本公開買付け）に応募する旨を決定しておりました。 

今般、本公開買付けにおいて、買付価格の算定に用いる株価が確定するとともに、買付期間が終了した

ことにより、売却価格および売却株式数が確定しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本公開買付けへの応募結果の概要 

   

 当社は 2026 年 5 月 11 日付開示において、本公開買付けについて、買付価格は、2026 年 5 月 8日ま

での 1ヶ月間におけるＪＸ金属株式の終値の単純平均値と、2026年 5月 20日の終値のいずれか低い方

の価格に対して 10％のディスカウントを適用した価格となる旨、また、応募株式数については

57,300,022株を予定している旨を公表しておりました。 

 上記の算定方法に基づき、売却価格に関しては、当該 1ヶ月間の終値の単純平均値が 4,848円、2026

年 5月 20日の終値が 3,779 円であったことから、3,779円に 10％のディスカウントを適用した 3,401 

円となりました。また、売却株式数については 57,274,900株となり、本公開買付けへの応募結果は以

下のとおりとなりました。 

 

（１）売却価格 1 株につき 3,401円 

（２）売却株式数 普通株式 57,274,900株 

（３）売却総額 1,948億円 

 

 

２．本公開買付けへの応募前後の所有株式の状況 

 

（１）本公開買付け前の所有株式数 393,529,002株（所有割合：42.38％） 

（２）本公開買付けの売却株式数 57,274,900株（所有割合：6.01％） 

（３）本公開買付け後の所有株式数 336,254,102株（所有割合：35.28％） 

 



 

 

（注）（１）本公開買付け前の所有株式数における所有割合は、ＪＸ金属が 2026 年 5 月 11 日に公表した「2026 年 3

月期 決算短信〔IFRS〕（連結）」に記載された 2026年 3 月末日時点の発行済株式総数から自己株式数を控除し

た株式数に基づき計算しております。（ただし、同短信に記載された自己株式数のうち、管理職従業員および役

員を対象とした株式給付（交付）信託の信託財産として保有されている株式は、自己株式数に含めておりませ

ん） 

他方、ＪＸ金属が 2026年 2月 25 日に公表した「ＪＸ金属株式会社による東邦チタニウム株式会社の完全子会

社化に関する株式交換契約（簡易株式交換）及び経営統合契約締結のお知らせ」のとおり、ＪＸ金属は東邦チ

タニウム株式会社の株主に対して株式交換により株式を発行し、割当交付しております。当該株式交換は 2026

年 6 月１日を効力発生日としていることから、本公開買付けの買付期間においてＪＸ金属の発行済株式数が増

加していることを踏まえ、（２）本公開買付けの売却株式数 および（３）本公開買付け後の所有株式数 におけ

る所有割合は、当該株式交換後の発行済株式総数を基礎として算定しております。 

 

 

３．本公開買付けの日程 

 

（１）本公開買付けに係る買付け等の期間 2026年 5月 21日から 2026年 6月 17日 

（２）決済の開始日 2026年 7月 9日（予定） 

 

 

４．業績への影響について 

 

  当社は、2026年 5月 11日付開示において、1株につき 4,363円の買付価格を前提とし、当社が応募

するＪＸ金属普通株式が全て買付けられた場合、約 1,100億円を 2027年 3月期の当社連結営業利益に

計上する見込みである旨を公表しておりました。 

今般、上段の算定方法により確定した買付価格が当該前提を下回る水準となったことを主因に、本公

開買付けへの応募に伴う営業利益への影響は約 860億円となる見込みです。 

なお、2027 年 3 月期の連結業績予想につきましては、足元の中東情勢および今後の資源価格や為替

などの不確実要素を勘案し、現時点では見直しを行いません。 

 

以 上 

 

 

 


